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概 要

近年、社会のあらゆる場面で情報システムが利用されている。これら情報システムに
は、国や学校などの組織が定める規則を仕様とするものがある。規則を仕様とする情報シ
ステムを利用するにあたって、システムが行った判断や行為について、利害関係者がいく
つかのタイプの質問を持つことがある。本研究では、利用者からの質問のうち、「この行
為はなぜ義務とされているのか」という質問に対し、情報システムが答える、といった環
境を作ることを目標とする。ゴール指向要求分析、及び、法理論の考え方を利用して、規
則の制定目的と規則との対応情報を管理するデータベースを設計する。また、JAISTの
履修規則の設計例を示す。
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第1章 序論

1.1 背景
近年、社会のあらゆる場面でシステムの電子化が進んでいる。それら情報システムに

は、確定申告や学校での履修管理など、組織が定める規則を仕様とするものがある。規則
を仕様とする情報システムの利用者は、システムの判断に従って、税金を納めたり、履修
する授業を選択したりする。この判断は、利用者にとって重要なものであることが多いた
め、規則を仕様とする情報システムは、特に安心して利用できることが求められる。
本学 21世紀COEプログラム「検証進化可能電子社会」[1]では、規則を仕様とする情

報システムを、Law-Defined情報システムと呼んでいる。また、Law-Defined情報システ
ムの満たすべき安心性要件が示された。

• 正当性

• 進化容易性

• セキュリティ

• アカウンタビリティ

• 耐故障性

落水研究室において、これら安心性要件のうち、アカウンタビリティ、及び、進化容易
性について、その理論と実現方法の開発が取り組まれており [2][3]、このうち、ソフトウェ
アアカウンタビリティが以下のように定義された。
「Law-Defined情報システムが、行った行為や判断に関して、そのシステムの複数の利害
関係者が持つ質問に対して、納得するように説明しうること」
複数の利害関係者は、規則の制定者、規則に従う者、規則について検討・変更する者、

システム設計者などを含む。
規則の制定者は、組織が掲げる目標や要求に沿って、規則をまとめ、文書化し、示すこ

とで、人の行動を制限したり活性化したりする。
ここで、規則に従う者や、規則について検討・変更する者は、規則の制定理由に興味を

持つ場合がある。

1



図 1.1: 複数の利害関係者が持つセマンティクスの階層

規則に従う者は、自らの行動に関係する規則によって、望んでいる行為を禁止された
り、または望まない行為を命令されたりする場合などに、その規則がどのような理由に
よって制定されたのか、といったことを知りたい場合がある。
また、社会の環境や組織の目標が変わったり、もしくは新たな要求の発生などによって、

規則が変更されることがあるが、その場合に、現行の規則の制定者がいない、或いは、制
定理由に関する情報が失われていて、必要な規則の変更が遅れる、といったことが考えら
れる。
つまり、これらの規則に従う者や、規則について検討・変更する者からの質問の一部は、

現行の規則がどのようにして制定されたのか、といったことに関するものである。
規則の制定者は、直接的に訊かれれば、そのような質問に答えることはできるが、制定

理由に関する情報をシステムで管理し、必要に応じて他の者が取り出せる環境であること
が、より良いと考えられる。
システム開発者が持つ質問は、規則と機能要求に関するものである。システム開発者

は、規則に従って機能要求を定義するが、規則が変更された場合に、変更された規則がど
の機能要求に影響しているか、といったことを解明できると、システムの変更・進化が容
易になると考えられる。

[2]では、これらの利害関係者が持つセマンティックスを階層化し、それぞれの要素の相
互関係の情報を管理することが提案された。規則の制定者による制定の理由や意図に関す
る情報、規則に従う者が実際に関わる情報（つまりは規則の内容そのもの）、そして、シ
ステム開発者による機能要求、といった階層である [図 1.1]。
規則の制定者、及び、システム設計者によってまとめられたこれらの相互関係の情報

を、管理し、必要に応じて取り出すことのできる環境を作ることで、規則に従う者からの
質問の一部に答えること、規則の検討・変更を支援すること、Law-Defined情報システム
の機能要求の変更を支援することなどが可能であると考えられる。
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図 1.2: 対象とする階層

1.2 本研究の目的
本研究では、規則に従う者、または、規則を検討・変更したい者からの、
「この行為はなぜ義務とされているのか？」
といった質問に対して、答えるために必要となる情報を保持し、検索することのできる

データベースを設計する。
これには、組織の示す目標を解釈した過程についての情報を表現すること、規則を一定

の形式で表現すること、及び、目標と規則を対応付けする方法が必要となる [図 1.2]。
Law-Defined情報システムの機能として、ユーザからの質問を受け付けて答える、と

いった機能を付加する際に、このデータベースを利用することを想定している。

1.3 アプローチ
組織の示す目標を解釈した過程についての情報の表現は、ゴール指向要求分析における

ゴール木の考え方を用いる [5][6]。
規則の表現は、エックホフの法理論に基づいて行う [4]。法理論は、法律とそれに関わ

る活動とをシステムとして捉えた理論であり、規則の階層内の構造化も実現できると考え
ている。

1.4 論文の構成
本論文の章の構成は以下である。

• 第 2章 理論と階層構造への利用

規則の制定目的と規則の表現で利用する、ゴール指向要求分析と、法理論について、
その説明と用いる理由、利用方法を述べる。

• 第 3章 各階層の要素とそれぞれの対応の情報を保持するデータベースの設計

ゴール指向要求分析におけるゴールと法理論における各種規範を管理するテーブル
と、それぞれのリレーションを設計する。
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• 第 4章 JAIST履修規則設計例

アプローチに基づいて、JAISTの履修規則の設計を行った例を示す。

• 第 5章 今後の課題

上記の他にデータベースで管理すると良いと考える情報について述べる。

• 第 6章 まとめ

本研究についてまとめる。
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第2章 理論と階層構造への利用

ゴール指向要求分析におけるゴール木により、組織が掲げる目標とそれを解釈した内容
について表現し、法理論により、規則を表現する。

2.1 ゴール指向要求分析
ゴール指向要求分析は、ソフトウェア工学における、要求開発・管理に関わる手法で

ある。
ゴール指向の手法では、組織やユーザが望む状態をゴールとし、それを中心として業務

分析や要求定義などを行う。
ゴール指向において基本となるのは、あるゴールに対して、それを「どのようにして

（How）」実現するのか、という検討を行うことによって、より具体的なサブゴールを導出
すること、及び、あるゴールに対して、それは「なぜ（Why）」必要であるのか、と質問
することによって、より上位のゴールを抽出することにある。この上位・下位のゴールの
関係はゴール木によってモデル化される。
十分に分解されたサブゴールは、そのまま要求であるとみなすことができる。要求と

は、ソフトウェア開発においては、システムが満たすべき様態や能力のことである。

2.1.1 ゴール木

ゴール木は、ゴールとサブゴールの関係を、目的-手段であるとして、ツリー構造、ま
たは、非循環有向グラフとして表現したものである。
サブゴールから見ると、ゴールは目的であり、ゴールから見ると、サブゴールは自身を

実現する手段である [図 2.1]。

2.1.2 要求開発・管理におけるゴール指向要求分析の位置づけ

要求開発・管理においては、システムの要求を定義するにあたって、要求の抽出、記
述、妥当性の確認、検討、変更管理などのプロセスがある [8]。ゴール指向のコンセプト
は、抽出、記述、検討、変更管理において特に重要である。
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図 2.1: ゴール木

ソフトウェア開発のプロジェクトにおいて、通常、システムが実現すべき機能を設計・
開発することの他に、品質が良いこと、コストが予算内であること、期限までに仕上げる
こと、などが求められる。しかし、これらプロジェクトへの要求は、互いに相反する場合
がある。例えば、期限までに仕上げるにはもっと人を雇う必要があるが、それでは予算を
超えてしまう、といった場合である。
そこで、システム要求のうち、どれが特に重要で、どれがあまり重要でないかを検討

し、需要に応じて実現しないシステム要求を選び出す、といったことが行われる [8]。
ここにおいて、要求のトレーサビリティが求められる。つまり、ある要求に対して、そ

の要求がどのような目的で定義されたかを調べることが可能である、といったことが求め
られる。このトレーサビリティにより、システム設計者、及び、発注元の担当者に、元来
の目的とシステム要求との対応が示される。システム設計者と担当者は、この情報を元に
協議し、実現するシステム要求を選択し、合意を得る。
このトレーサビリティを実現する手法の一つが、ゴール指向要求分析である。
ゴール木により、ゴールからシステム要求への分解の過程に関する情報（つまりは、サ

ブゴールとその関連）を保持しておき、必要に応じて取り出すことで、トレーサビリティ
が実現される。
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図 2.2: 命令・禁止と許可・免除の関係

2.1.3 ゴール指向要求分析の利用

規則を制定する際の、組織の目標とその解釈の過程を、ゴール木によって表現する。こ
の場合、分解された最下位のサブゴールは、規則への要求となる。この要求を、法理論に
よる規範の機能と対応付ける。
ゴールをデータベースでのテーブルのひとつとし、テーブル間を目的-手段の関係とし

てリレーションを作る。

2.2 法理論
エックホフによる法理論 [4]では、社会における法を、規範と活動とを要素に持つシス

テムであると捉えている。
規範は、社会集団において、所属する人の行動や判断の基準である。法理論では、規範

の持つ機能を以下の三つのタイプに分類している。
・指令
・性質決定
・授権

2.2.1 指令

指令は、人の行動を感化する機能である。ここで、感化とは、ある一定の方向に心理的
に向けさせることである。例えば、「所得税を納めなくてはいけない」「他人の物を盗んで
はならない」「卒業までに一定の単位を修得しなければならない」といった言語表現にこ
のタイプの規範の機能が含まれる。
指令の機能を持つ規範は義務規範と呼ばれる。
義務規範は、命令、禁止、許可、免除の四つの下位グループを持つ。命令、禁止は、そ

れぞれ、しなくてはいけないこと、してはいけないことであり、許可、免除は、それぞれ
命令と禁止の反対の意味である [図 2.2]。

7



図 2.3: 法理論における活動

2.2.2 性質決定

性質決定は、ある現象（人や物、関係、状態など）が、どのカテゴリーに入るかを示す
機能である。
ある人物が成人というカテゴリに入る、人と人の関係について夫婦や親族などと名づけ

る、一定以上の長さを持った刃物は凶器である、凶器によって人を傷つけようとした行為
は殺人未遂にあたる、などである。
性質決定の機能を持つ規範は性質決定規範と呼ばれる。
性質決定規範によって、誰が一定のカテゴリに入るかが示され、義務規範によって、そ

のカテゴリに入る人がすべき（または、すべきではない）行為が示される。また、その行
為によって成された状態が、どのカテゴリに入るかも性質決定規範によって示される。

2.2.3 授権

授権は、指令、性質決定、または新たな権限を人に付与する権限を、人や組織に付与す
る機能である。例えば、スポーツのサッカーにおいて、審判に、ある行為をオフサイドで
あると認定したり、ルール違反をした選手にレッドカードを示すことで退場を命令したり
する権限を与えることが、授権にあたる。
授権の機能を持つ規範は、権限規範と呼ばれる。
義務規範の場合と同様に、性質決定規範によって、誰が一定のカテゴリに入るかが示さ

れ、権限規範によって、そのカテゴリに入る人が持つ権限が示される。

2.2.4 活動

活動は、問題とデータを入力とし、内部で熟慮が行われ、出力は問題に対する立場と理
由付けであるような、部分のシステムである [図 2.3]。
国家における活動は、日本の場合では、立法、司法、行政に当たる。
立法は、規則を制定する活動である。この場合、入力としての問題は、「飲酒運転によ

る事故が増えているが、減らすにはどうすればよいか」といったような抽象的な問題であ
り、ここでのデータは、「どの程度事故が増えているのか」「現在の制裁は有効か」「どの
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程度の飲酒が事故に繋がるのか」といったものである。これらを元に、議会などで熟慮が
行われ、出力として、「一定の検査により飲酒運転と認定された場合は、最大 30万円の罰
金に処すべきである」という立場が新たな規則として示され、熟慮の過程が理由付けとし
て示される。
司法は、具体的な紛争や訴訟に対し、裁判により立場を示す活動である。この場合、入

力としての問題は、「ある人物が他人を傷つけたが、それは殺人未遂にあたるか」という
具体的な問題であり、ここでのデータは、実際にあった行為や動機などである。これらを
元に、裁判の場で熟慮が行われ、出力として、立場と理由付けが示される。
行政は、国が法に基づいて行う活動のうち、立法と司法を除いたものである。警察によ

る治安維持、道路建設、外務、財務など様々ある。行政も具体的な問題について立場を示
す活動であるが、司法との違いは、裁判などで訴訟があった場合に受動的に対応するのに
対し、行政では能動的に現実の問題について活動する、と捉えることができる。

2.2.5 法理論の利用

法理論により分類された規範それぞれの機能を、ゴール指向要求分析によって定義され
た要求と対応付けする（次節）。
また、規範の機能は、Law-Defined情報システムの機能要求と対応させることもできる

と考えている。つまり、義務規範について、指令を出力する機能や、「なぜこの行為は命
令されているのか？」といった質問を、受け付け、回答する、といった機能などとの対応
付けである。または、権限規範について、誰かに命令したり、ある行為が遂行されたこと
を認定した場合などに、それを入力する、といった機能との対応付けである。

2.3 階層間の対応付け
ゴール木の末端のゴールと、義務規範、権限規範とを対応付ける。

2.3.1 ゴールと指令機能との対応

ゴールによって示される状態になるために、どのような人が、どのような行為をする必
要があるか、または、どのような人がその行為をすべきか、という観点から対応がわかる
ように関連付けを行う。つまり、ある（要求されている）状態になるためのプロセスに関
与する人の行為を義務規範によって感化し、また、どのような人がその行為をすべき人の
カテゴリに入るかを、性質決定規範によって規定する。
例えば、国によって「可燃ゴミは焼却場で処理される」という要求が示された場合を考

える。これに関与する人、または組織は、ゴミを分別して出す人、集配所から焼却場へ運
ぶ業者、焼却場の運営者、などが考えられる。それぞれのタイプに含まれる人を、性質決
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図 2.4: 対応付けの方針

定規範によって規定し、また、それぞれに対して、「ゴミは分別して出さなければならな
い」「ゴミを焼却場へ運ばなければならない」「運ばれてきたゴミを焼却しなければなら
ない」という内容の指令を示すことによって、「可燃ゴミは焼却場で処理される」という
ゴールが達成される [図 2.4]、という対応である。

2.3.2 ゴールと授権機能との対応

ゴールによって示される状態になるためのプロセスのうち、一定の行為があったことを
判断することに、特別な能力や知識が必要である場合に、性質決定する権限を与える権限
規範と、ゴールとを対応付けする。
また、ゴールによって示される状態になるためのプロセスに関わる行為を、自分または

他人に命令する権限を与える権限規範と、ゴールとを対応付けする。
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第3章 各階層の要素とそれぞれの対応の
情報を管理するデータベースの
設計

3.1 個別の情報
前章までの検討により、データベースで管理する情報について、以下のものを個別であ

るとした。

• 業務目標

• 規則要求

• 義務規範

• 権限規範

• 性質決定規範

業務目標は、ゴール木におけるゴール、またはサブゴールの内容である。ゴールとサブ
ゴールを目的/手段として関連させることにより、あるゴールがどのサブゴールによって
実現されているか、または、サブゴールが定義された目的としてのゴールはどのような内
容であるか、といった情報を取り出すことができる。
規則要求は、ゴール木における末端のサブゴールである。同じく、業務目標と目的/手

段として関連させる。これを特別に規則要求としたのは、義務規範や権限規範に関連させ
るためと、この規則要求によって表現される状態が、ある行為について、それが遂行され
たかを判断する基準になると考えたためである。つまり、規則要求によって表現される状
態になるために、規則に従う者に行為が指令されている、という捉え方をしているので、
行為の遂行を判断するには、この規則要求が表現する状態を、システムなどが観測できる
ようにする必要がある、と考えた。システム要求との対応の詳細は検討を要するため、本
研究では、規則要求は、状態の内容のみとした。
義務規範は、規則に従う者に指令されている行為と、どのカテゴリの人間に指令されて

いるのか、及び、その様態（命令、禁止、許可、免除）の内容である。
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権限規範は、規則に従う者に与えられる権限と、どのカテゴリの人間に権限が付与され
ているかの内容である。
規則要求と義務規範、及び、規則要求と権限規範を、目的/手段として関連させること

により、ある規則要求が、どの義務規範、権限規範によって実現されるか、及び、義務と
される行為や、人に与えられる権限について、どのような規則要求に基づいて規定された
のか、といった情報を取り出すことができる。更に、この規則要求から辿って、どのよう
な業務目標の元で規則要求が定義されたか、といった情報も取り出すことができる。
性質決定規範は、カテゴリの名称と、どのような人や物、状態が、そのカテゴリに入る

か、といった内容である。義務規範や権限規範で示される人物のカテゴリにおいて、その
カテゴリに入る人物の条件を示す。

3.2 テーブル
前節の方針で、テーブルを決定した。
業務目標テーブル、及び、規則要求テーブルで、規則の目標の階層の情報を管理する。
義務規範テーブル、権限規範テーブル、性質決定規範テーブルで、規則の階層の情報を

管理する。

3.2.1 業務目標テーブル

ゴール木におけるゴールの内容である。

3.2.2 規則要求テーブル

ゴール木の末端であり、組織に所属する者の行為、またはその組み合わせによって、な
るべき状態を示す。

3.2.3 義務規範テーブル

どのカテゴリの人間に、どのような行為が指令されているか、といった内容である。
主体、様相、行為の属性を持つ。

3.2.4 性質決定規範テーブル

あるカテゴリに入る現象（人物、状態など）がどのようなものであるか、といった内容
である。
カテゴリ名、カテゴリ内容の属性を持つ。
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3.2.5 権限規範テーブル

どのカテゴリの人物に、どのようなことに影響を与える権限があるか、といった内容で
ある。
主体、権限対象の属性を持つ。

3.3 各テーブル間のリレーション
• 業務目標テーブル - 業務目標テーブル （多対多）

　目的 - 手段の関係である。

• 業務目標テーブル - 規則要求テーブル （多対多）

　目的 - 手段の関係である。

• 規則要求テーブル - 義務規範テーブル （多対多）

　目的 - 手段の関係である。

• 規則要求テーブル - 権限規範テーブル （多対多）

　目的 - 手段の関係である。

• 義務規範テーブル - 性質決定規範テーブル （多対 1）

　内容 - 主体 の関係である。

• 権限規範テーブル - 性質決定規範テーブル （多対 1）

　内容 - 主体 の関係である。

これらのリレーションは [図 3.1]である。
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図 3.1: 作成したテーブルとリレーション (業務目標は自身と多対多の関係)
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第4章 JAISTの履修規則設計とデータ
ベース利用例

4.1 目的
規則の制定目的と規則との対応の情報を管理するデータベースを利用することで、質問

に答えるための情報を得られることを確かめる。

4.2 JAISTの掲げる目標の分解と規則との対応、及びデー
タベースへの入力

1. Microsoft Access[9]を用いて、テーブル及びリレーションを作成。

2. 目標の分解
　 JAISTが設立された当初、

• 多眼的人材の育成

• 修了生の品質保証

• 学生中心の教育

• 修士研究における先端性の維持

• 種々の分野からの学生の受け入れ

　といった目標が掲げられ、これを元に、当時の教員によって履修規則が制定され
た。
　この目標をトップレベルのゴールとし、教員に助言を頂いて分解を行い、規則要
求を定義した [図 4.1 - 4.4]。

3. 規則への対応

　ゴールを分解することで得られた規則への要求と、規範の機能との対応を調べる1。

1ゴールの分解、及び、規範の設定の詳細は、付録資料にて述べる。また、付録では、活動との対応も検
討している。

15



図 4.1: 目標の分解と規則要求 (1)
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図 4.2: 目標の分解と規則要求 (2)
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図 4.3: 目標の分解と規則要求 (3)
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図 4.4: 目標の分解と規則要求 (4)
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4. データベースへの入力

　ゴールと規範の機能、及び、それぞれの対応の情報をデータベースへ入力する。

5. クエリの設定

　規範 － 規則要求 － 業務目標 の対応を取り出すクエリを設定する。

4.3 結果
クエリによって、例えば以下の情報を取り出すことができた。

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 導入・専門・基幹講義科目から 4分野以上の修得

要求内容 学生は修了までに 4分野以上を修得している

目標内容 特定の分野に偏らず、バランスの取れた総合力を養成する

目標内容 多眼的人材の育成

これは、以下のような意味になる。
「[博士前期課程学生]には、[導入・専門・基幹講義科目から 4分野以上の修得]をする

ことが [命令]されているが、これは、[学生は修了までに 4分野以上を修得している]とい
う要求のためである。また、この要求は、[特定の分野に偏らず、バランスの取れた総合
力を要請する]という目標を実現するためであり、更にこれは、[多眼的人材の育成]とい
う目標を実現するためである」

主体　　 副指導教員

権限内容 研究計画書の内容が十分である、と副指導教員の立場から認定

要求内容 研究計画書を認定する者を規定

目標内容 研究計画書の複数教員による審査

目標内容 高度の専門知識を体得した人材の育成

目標内容 修了生の品質保証
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これは、以下のような意味になる。
「[副指導教員]には、[研究計画書の内容が十分である、と副指導教員の立場から認定]

をする権限が付与されているが、これは、[研究計画書を認定する者を規定]という要求の
ためである。また、この要求は、[研究計画書の複数教員による審査]という目標を実現す
るためであり、これは、[多眼的人材の育成]という目標を実現するためであり、更にこれ
は、[修了生の品質保証]という目標を実現するためである」

4.4 データベースの評価
結果より、義務とされている行為、または、人に付与されている権限について、その制

定目的を質問された場合に、元となっているゴールのレコードを検索することが可能であ
ることが確かめられた。このゴールの情報を利用すれば、規則に従う者や規則を検討・変
更する者からの質問の一部に、Law-Defined情報システムが回答することが出来る。
また、他の質問として、

1. ある行為が義務とされているが、それを遂行しなかった場合は、どのような制裁が
科されるのか？

2. 規則が変更されたが、それによってどのような目標に影響が出たのか？

といったものが考えられる。
1に関しては、データベースを利用して、一部答えることが出来る。例えば、設計した

JAISTの履修規則において、人物カテゴリ「主テーマ開始要件を満たしていない学生」に
は「主テーマを開始すること」を「禁止」しており、またその人物カテゴリは、「4分野 6

科目以上の修得、研究計画提案書の提出、副テーマの終了のいずれかを遂行していない」
という条件になっている。現時点では、性質決定規範の内容はテキストで書かれているだ
けのものであるため、質問に答えるためには、データベースを利用するLaw-Defined情報
システムでパターンマッチングなどの操作をする必要がある。

1に関して、規範間の因果関係の情報を管理できるようにすることで、より広範な質問
に対応することが可能であると考えられる。

2の質問には、まだ答えることができない。これは、本研究のデータベースの設計では、
規則の制定者からの入力のみを考えていたためである。質問に答えるためには、規則が変
更された場合にも、変更した者が、変更理由や、影響が出た目標などの情報を管理できる
ようにする必要がある。
また、より高度な質問として、

• ある行為を一定のカテゴリの人物に命令しているが、それは行為の主体にとって、
どの程度困難であるのか？
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• または、主体にとって、どれくらい避けようとする（やりたくないと思う）行為で
あるのか？

• 義務違反に対して制裁を科しているが、その制裁は妥当であるのか？

といったものも考えられる。
これらには、規則を施行した後の実績データをデータベースで管理できるようにするこ

とで、回答できる。例えば、義務規範に、困難な度合い、避けようとする度合いなどをパ
ラメタとして付加する、といった方法が考えられる。
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第5章 今後の課題

次の課題が残された。

規範とLaw-Defined情報システムの機能要求との対応 本研究で表現した規則を、Law-

Defined情報システムの仕様として利用するために、規範と機能要求との対応を検
討する必要がある。義務規範との対応としては、例えば、命令されている行為につ
いて「この行為は既に遂行しているかを確認する」という機能要求と対応させる、
といったものが考えられる。または、権限規範との対応としては、ある行為の遂行
を認定する権限について「行為の遂行を認定したことを入力する」「認定する権限の
ない者には入力させない」といった機能要求と対応させる、といったものが考えら
れる。

因果関係の表現 命令されている行為を遂行しなかった場合や、禁止されている行為をし
た場合に、どのようサンクションが科されるか、といったことを調べることができ
るように、規範間の因果関係を表現する方針についてまとめる必要がある。法理論
によると、因果関係については、「事実と事実の間に関連がある」といった視点や、
「ある規範が適用されたことと、それによって次に適用されるべき規範が決定される
こととの間に関連がある」といった視点などから、捉えることができる。どのよう
な表現を用いるかは検討を要する。

規則の検討に有効となる情報の付加 4.4節で述べたとおり、質問として、「ある行為につ
いて、どの程度遂行困難であるのか？」「義務違反をした場合の制裁は有効であるの
か？」といった質問に答えるために、行為の困難の度合いや、制裁の有効性などの
情報をデータベースで管理できるようにすることは有用であると考えられる。

変更管理 規則に関する質問として、「規則が変更されたが、それはどのような理由によっ
てなのか？」「変更された規則について、どのような目標に影響が出たのか？」と
いった質問に答えるために、規則が変更された場合に、どのような変更があったか、
または、なぜ変更されたのか、といった情報をデータベースで管理することができ
るようにする必要がある。
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第6章 まとめ

本研究は、規則の制定目的と規則、それぞれの対応を表現する方法について、検討・実
践し、その情報をデータベースで管理することを課題とした。これによって、規則を仕様
とする情報システムの複数の利害関係者が持つ質問に、データベースを利用することで、
システム自身が答える、という環境を一部作ることを目指した。
規則の制定目的の表現は、ゴール指向要求分析におけるゴール木を用いた。また、規則

の表現には法理論を用いた。ゴールを分解し、具体的な規則を導き出すこと、及び、法理
論による規範の分類は、規則の設計において有用であることを示した。また、規則を導出
した過程の情報を管理することは、質問に回答する際に有効であることを示した。
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付 録A 設計したJAIST履修規則の
詳細

本研究で設計した履修規則の詳細を述べる。尚、論文の本編では検討を行わなかった
が、付録では、ゴールとの関連について、規範の機能だけでなく、活動との対応の検討も
行った。また、規範とシステムの機能要求との対応について、その例を示した。

A.1 ゴールの分解と規範の機能との対応
トップレベルのゴールとして、以下のものが示された。

• 多眼的人材の育成

• 修了生の品質保証

• 学生中心の教育

• 修士研究における先端性の維持

• 種々の分野からの学生の受け入れ

A.1.1 多眼的人材の育成

このゴールの展開は以下のようになる [図 4.1と同じ]。尚、ボールド文字のサブゴール
は規則への要求であり、規範の機能と対応している（以下同様）。

• 特定の分野に偏らず、バランスの取れた総合力を要請する

– 5分野の講義科目の設定

– 学生は修了までに 4分野以上修得している

– 本来の分野とは別の分野で研究させる

∗ 学生は修了までに副テーマを終了している
∗ 副テーマ終了を認定する者を規定
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特定の分野に偏らず、バランスの取れた総合力を要請する、というゴールの達成のため
に、5分野の講義科目の設定、及び、学生に本来の分野とは別の分野で研究させる、とい
うサブゴールを設定した。また、分野に関して、5分野を設定するだけでなく、学生は修
了までに 4分野以上を修得している、というサブゴールを設定することで、総合力を要請
する、という上位のゴールを達成している。
本来の分野とは別の分野で研究させる、というゴールの達成のために、学生は修了まで

に副テーマを終了している、というサブゴールを設定した。そして、副テーマの研究に
よって、総合力が要請されることを保証するために、判断する能力がある者（副テーマ教
員）に、副テーマ終了を認定する権限を規定する、というサブゴールを設定している。
規範の機能との対応は以下のようになる。

• 学生は修了までに 4分野以上修得している

義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 導入・基幹・専門講義科目から 4分野以上の修得

• 学生は修了までに副テーマを修了している

義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 副テーマの終了

• 副テーマ終了を認定する者を規定

権限規範 　

主体　　 副テーマ指導教員

権限内容 副テーマ終了の認定

A.1.2 修了生の品質保証

このゴールの展開は以下のようになる [図 4.2と同じ]。

• 高度の専門知識を体得した人材の育成

– コースワークの重視

∗ 学生は終了までに一定の単位を修得している
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∗ 学生は終了までに副テーマを終了している
∗ 学生は終了までに主テーマを終了している
∗ 学生は終了までに特論を修得している

– 点数制による評価

∗ 授業を評価する者を規定
∗ 特論を評価する者を規定

– 研究計画書の複数教員による審査

∗ 学生は研究開始までに研究計画書を提出している
∗ 研究計画書を認定する者を規定

– 体系的カリキュラム

∗ クォータ制
∗ シラバスの整備
∗ 講義の階層化

· 導入講義の開講
· 基幹講義の開講
· 専門講義の開講
· 先端講義の開講

高度の専門知識を体得した人材の育成のために、コースワークの重視、点数制による評
価、研究計画書の複数教員による審査、体系的カリキュラム、といったサブゴールを設定
した。
コースワークの重視では、一定の単位の修得、副テーマ、主テーマの研究を行う、と

いったことを設定している。
体系的カリキュラムに関して、クォータ制は、授業の開講期間を 3ヶ月とし、1年度で

4期の授業を行う制度である。また、講義を導入から先端まで階層化することで、初歩的
な知識から専門的な知識までを体得することができるようになっている。
規範の機能との対応は以下のようになる。

• 学生は修了までに一定の単位を修得している

義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 共通・導入・基幹・専門講義科目から 10科目 20単位以上の修得

• 学生は修了までに一定の単位を修得している
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義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 導入・期間・専門講義科目から 8科目 16単位以上の修得

• 学生は修了までに一定の単位を修得している

義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 基幹・専門講義科目から 5科目 10単位以上の修得

• 学生は修了までに主テーマを終了している

義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 主テーマについて研究を行い、最終試験に合格する（研修の修得）

• 学生は修了までに副テーマを終了している

義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 副テーマの終了

• 学生は修了までに特論を修得している

義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 特論の修得

• 学生は研究開始までに研究計画書を提出している

義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 研究計画書の提出
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• 学生は研究開始までに研究計画書を提出している

義務規範 　

主体　　 主テーマ開始要件を見たしていない学生

義務様相 禁止

行為内容 主テーマの開始

性質決定規範 　

カテゴリ 主テーマ開始要件を見たしていない学生

内容　　 4分野 6科目以上の修得、研究計画提案書の提出、副テーマの終了の
いずれかを遂行していない学生

学生は研究開始までに研究計画書を提出している、というゴールの達成のために、学生
に研究計画書の提出を命令し、且つ、主テーマ開始要件を満たしていない学生に、主テー
マを開始することを禁止している。また、主テーマ開始要件を満たしていない学生とは、
4分野 6科目以上の修得、研究計画提案書の提出、副テーマの終了のいずれかを遂行して
いない学生である、と性質決定している。
ここでの性質決定について、主テーマ開始要件そのものを性質決定規範で規定する、と

いった方法も考えられる。つまり、主テーマ開始要件とは、上記の行為を遂行することで
ある、と性質決定した上で、主テーマ開始要件を満たしていない学生とは、という部分を
システムに推論させる、といった方法である。いずれの方法でも、ゴール達成のためのプ
ロセスに関わる行為を指令する、という対応付けは変わりなく行えるが、性質決定規範を
整理する方針を決定するためには、オントロジーなどの知識工学の分野に関わる必要があ
ると考えられるため、ここではこれ以上検討は行わない。

A.1.3 学生中心の教育

このゴールの展開は以下のようになる [図 4.3と同じ]。

• オフィスアワー

• 学生による予習・復習

– シラバス整備

– 講義のビデオ録画

• 少人数教育

– 基幹講義の年 2回開講
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• 学生自身による進度の確認

– 様々なチェックポイントによる進度認定

∗ 学生は副テーマを開始するまでに 2科目以上修得している

∗ 学生は主テーマ開始までに、副テーマ終了、研究計画書審査、及び 4分野
6科目以上修得が済んでいる

∗ 中間審査会
∗ 最終審査会

• 授業評価アンケート

– 学生によって授業評価アンケートが提出される

学生中心の教育のために、オフィスアワー、学生による予習・復習、少人数教育、学生
自身による進度の確認、授業評価アンケート、といったサブゴールを設定している。
オフィスアワーは、15時限の講義以外に、教員が学生からの質問を受け付ける、といっ

たことを行う時間を設ける制度である。
学生による予習・復習を支援するために、事前に授業内容を確認できるシラバスを整備

し、後に講義内容を確認できるビデオ録画を行っている。
少人数教育の実現のために、基幹講義について、同じ内容の講義を年2回開講している。
学生自身による進度の確認のために、様々なチェックポイントによる進度認定を行ってい

る。チェックポイントは、副テーマ開始、主テーマ開始、中間審査、最終審査などである。
規範の機能との対応は以下になる。

• 学生は副テーマ開始までに 2科目以上修得している

義務規範 　

主体　　 副テーマ開始要件を満たしていない学生

義務様相 禁止

行為内容 副テーマ開始

• 学生によって授業評価アンケートが提出される

義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生

義務様相 命令

行為内容 授業評価アンケートの提出
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A.1.4 修士研究における先端性の維持

このゴールの展開は以下のようになる [図 4.4と同じ]。

• 最先端設備の充実

• Topレベルの教員層

• 研究計画書の複数教員による審査

– 研究開始までに研究計画書を提出している

– 研究計画書を認定する者を規定

• 中間審査会

– 学生は研究の途中で中間審査を受けている

– 中間審査における評価をする者を規定

• 最終審査会

– 学生は研究の最後に最終審査を受けている

– 最終審査における評価をする者を規定

修士研究における先端性の維持のために、最先端設備の充実、Topレベルの教員層、研
究計画書の複数員による審査、研究について中間、最終の二回の審査を行う、といったサ
ブゴールを設定している。
規範の機能との対応は以下のようになる。

• 研究計画書を認定する者を規定

権限規範 　

主体　　 主指導教員

権限内容 研究計画の内容が十分である、と主指導教員の立場から認定

権限規範 　

主体　　 副指導教員

権限内容 研究計画の内容が十分である、と副指導教員の立場から認定

権限規範 　

主体　　 副テーマ指導教員

権限内容 研究計画の内容が十分である、と副テーマ指導教員の立場から認定

• 中間審査における評価をする者を規定
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権限規範 　

主体　　 修士論文審査員

権限内容 中間審査における評価

• 最終審査における評価をする者を規定

権限規範 　

主体　　 修士論文審査員

権限内容 最終審査における評価

A.1.5 種々の分野からの学生の受け入れ

このゴールの展開は以下のようになる [図 4.4と同じ]。

• 面接による選抜

– 面接の合格を認定する者を規定

• 講義の階層化

– 導入講義の開講

– 基幹講義の開講

– 専門講義の開講

– 先端講義の開講

種々の分野からの学生の受け入れのために、筆記試験ではなく、面接による選抜を行
う。また、初歩的なものから順序良く知識を得られるようにするために、講義の階層化を
行う。
規範の機能との対応は以下のようになる。

• 面接の合格を認定する者を規定

権限規範 　

主体　　 面接担当教員

権限内容 面接の合格を認定
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A.2 ゴールと活動との対応
A.1.1節の、5分野の講義科目の設定、というゴールの達成のためには、規範ではなく、

以下のような活動と対応付けをする必要がある、と考えた。

• 5分野の講義科目の設定

活動 　

問題　　 ある分野について、どのような講義科目を設定すべきか

データ　 その分野に関して勉強すべきと思われる内容、JAISTに所属してい
る教員の専門分野、等

立場　　 講義科目 xxxを分野 yとして設定

理由付け 設定した理由

この活動を、毎年度初めに行うことで、ゴールが達成される。
また、A.1.4節の、最先端設備の充実、及び、Topレベルの教員層の実現のために、以

下のような活動を想定した。

• 最先端設備の充実

活動 　

問題　　 どのような設備を導入するべきか

データ　 JAISTで行われる研究の内容、関連する設備、設備の設置費用、等

立場　　 ○○という設備を導入する

理由付け 導入した理由

• Topレベルの教員層

活動 　

問題　　 どのような教員を雇用するべきか

データ　 JAISTで行われる研究の内容、雇うことのできる教員のデータ、等

立場　　 ○○という教員を雇用する

理由付け 雇用した理由

A.1.5節の、講義の階層化の実現のために、以下のような活動を想定した。

• 導入講義の開講

活動 　

問題　　 どのような科目を導入講義として開講すべきか
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データ　 受け入れる学生の能力の想定、JAISTで学ぶべき知識、等

立場　　 ○○という科目を導入講義として設定する

理由付け 設定した理由

基幹・専門・先端講義の開講についても同様である。

A.3 対応を定義できなかったゴール
以下のゴールについて、規範の機能、または、活動との、対応付けができなかった。（こ

こでの「対応付けができなかった」という意味は、規範の機能として、学生か教員に特定
の行為を命令すること、または権限を与えることによって、ゴールが達成される、という
対応付けを行えなかったか、或いは、活動として、問題、データ、立場、理由付けを設定
できなかった、という意味である）

• 体系的カリキュラム

– クォータ制

– シラバスの整備

• オフィスアワー

• 講義のビデオ録画

• 少人数教育

– 基幹講義の年 2回開講

A.4 規範の機能、及び、活動とLaw-Defined情報システム
の機能との対応

Law-Defined情報システムの機能のうち、規則が制定された目的についての質問に回答
する、という機能以外で、規範の機能、及び、活動について、対応させた例を示す。

A.4.1 指令機能に対応するユースケース例

以下の義務規範について、例えば図A.1のようなユースケースが考えられる。

義務規範 　

主体　　 博士前期課程学生
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図 A.1: 4分野以上の修得を命令する義務規範に対応するユースケース例

義務様相 命令

行為内容 導入・基幹・専門講義科目から 4分野以上の修得

学生が、自分に何が義務として課されているかを確認する、自分は 4分野以上の修得を
遂行しているかを確認する、または、教務員が、ある学生について 4分野以上の修得を遂
行しているかを確認する、といったことを、システムのユースケースとして定義し、義務
規範と対応させる。

A.4.2 授権機能に対応するユースケース例

以下の権限規範について、例えば図A.2のようなユースケースが考えられる。

権限規範 　

主体　　 副テーマ指導教員

権限内容 副テーマ終了の認定

ある学生について副テーマの修了を認定したことを入力する、といったことをシステム
のユースケースとして定義し、権限規範と対応させる。
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図 A.2: 副テーマ終了の認定の権限を与える権限規範に対応するユースケース例

A.4.3 活動に対応するユースケース例

以下の活動について、例えば図A.3のようなユースケースが考えられる。

• 5分野の講義科目の設定

活動 　

問題　　 ある分野について、どのような講義科目を設定すべきか

データ　 その分野に関して勉強すべきと思われる内容、JAISTに所属してい
る教員の専門分野、等

立場　　 講義科目 xxxを分野 yとして設定

理由付け 設定した理由

活動とLaw-Defined情報システムの機能との対応は、活動を行った結果について、その
立場と理由付けを Law-Defined情報システムに入力する、といったような対応が考えら
れる。
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図 A.3: 5分野の講義科目の設定に関する活動に対応するユースケース例
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